広島県「みんなで減災」県民総ぐるみ運動　行動計画を読んで

広島県の災害については、県の気候条件が瀬戸内海気候で比較的温暖な地域である一方、梅雨と台風の時期には、毎年のように多くの雨が降って農地災害は連続して発生していました。県土の７割を山地が占め、中国山地の高地から瀬戸内までは急峻な地形とまさ土という特殊土壌地帯が多くあり、中小河川の増水で田畑の災害は常態化し、災害担当者の間では、減災事業の一つとして圃場整備業の推進を取り上げ、地形的制約の克服と、小規模分散所有管理の改善により、災害発生件数を大きく減らせたといいます。行政がある程度本腰で行い、多くの減災工事は行えば効果があることを示しています。
しかし、人家付近の土石流危険渓流、急傾斜地崩壊危険箇所及び地すべり危険個所に対する対策は、平成１４年に土砂災害危険個所が、31,987か所と明らかにされたにもかかわらず、その対応は遅々として進んでいません。
この点での行政の責任は大きく、土砂危険区域の調査が、公表が遅れたことなど、８．２０災害を政治災害だと言わしめている原因です。

広島県の防災行政の体制は、昭和３６年に災害基本法に則り制定される、広島県地域防災計画によって、風水害や地震などの災害から，県土並びに県民の生命，身体及び財産を保護するために，広島県の地域に係る防災に関し，県，市町をはじめ，行政機関や公共機関などの防災関係機関が所理すべき事務や業務を定めています。
これに従って全県の防災体制づくりが行われ、自然災害対応全般に整備内容を決めて運営されてきましたが、[image: ]
[bookmark: _GoBack]として、広島県は、防災対策基本条例を平成２１年３月２４日施行しました。しかし、その内容は、県の多くの仕事を市町との連携におき、県独自の活動には消極的な構えをとり、県民には、自助・共助の呼びかけを強調する役割を持つものでした。
また、マンパワーの整備として、平成２３年７月には広島県危機管理基本方針が制定され、危機の発生未然防止や発生した場合の被害の軽減を図るため、県として講じるべき危機管理の枠組みを定めて、広島県全庁一体で各種の危機事項へのマニュアルが整備され、県職員の一人ひとりの対応が定められています。
さらに、東日本大震災（平成２３年３月）を踏まえた「広島県地震被害想定調査報告書」が平成２５年１０月に公表され、南海トラフ地震などが発生した場合、被害が甚大になると想定されると発表しました。
しかし、このような行政の、条件整備が進む中で、過去の災害歴からの反省、総括、特に、昨年の８月２０日に起こった土砂災害での総括と反省について、記述されたものが見受けられません。
県土の地形的、土壌学的な特殊性に鑑み、広島県独自の課題であった、土砂法の徹底を見過ごしてきた結果が、８・２０土砂災害であったし、この面での行政の立ち遅れが、災害被害を増大させていることを、真剣に受け止めることが必要ではないでしょうか。
すでに土砂危険地域の数は、31,987か所と明らかにしており、ハザードマップでの危険個所としての、高潮・危険渓流、浸水、危険ため池など他の箇所指定も行われてはおりますが、それらの具体的な対策をとることが、最優先課題ではないでしょうか。８・２０直前の議会での砂防工事完了答弁では３０0年かかるとの姿勢を表明していた県の姿勢の改善は少なく、広島県として、やるべきことは何か、どうするのかの明確な計画を抜きに、県民の自主防災に目を向ける活動に、県が躍起に行っている点に疑問を投げかけたいと思います。
県民の暮らしと生命の安全を、最優先に行う、地方自治体の使命を全うした県政運営に早期に立ち戻ってもらいたいものです。
このことがなければ、いくら自助・共助を叫んでも、県民の心は「県はわしらに何をしてくれているのか」が先に立ち、地域の連携もうまくいくはずがないと思います。
まずは県の姿勢を正すことが大切ではないでしょうか。
そして、計画段階からの住民の参画が、専門家を含めて行われることが、緊要ではないでしょうか。専門家の活動分野は、いわゆるコンサルタント任せにする机上のものではなく、住民主体の誘導できる専門家集団が、防災に関しては特に必要です。この専門家集団は、県の職員であってしかるべきだと思います。今、広島県職員の中にこのような専門職を配置する考えがあるのでしょうか。問いたいと思います。
アンケート調査などから、広島県民の災害に対する意識が低いことが問題だと言いますが、これまで安全だと思っていた地域が、非常に危険ことになっていることについて、十分な行政からの説明が行われていません。
高度経済成長期には、隠れて見えなかった県土の衰退が、特に中山間地の山々を見れば、放棄された森林、田畑が目につくようになり、都市の団地内にも空き家の崩れが地域力を無くした象徴として見受けられるようになり拍車をかけています。これまでに至る段階で、行政からの対策ができなかったのでしょうか。自然破壊は、急速に進みますがその復活には時間がかかるものなのです。
災害はおこるもので仕方がない、予防などしても仕方がないが、これまでの行政の姿勢であったと思いますが、３．１１以降行政の役割は減災対策に如何に投資を行うか、災害時の人命被害を少なくする、いわゆる減災対策が、主流になったと思います。これに対して、広島県の減災対策としての実績に乏しいものがあり、今後の大きな課題となっています。
行政は、公務員の人々の働きで大きく左右します。平成の大合併で、地域における公務労働者が激減したことは、自然環境や地域経済、コミュニケーションにも大きくボディブローを効かせてきています。
今こそ、地域での行政職員の再配置を大きな課題として取り上げ、多くの県民に周知することが必要ではないでしょうか。

以上の視点から今回の行動計画案を読んでみて、気が付いたことを挙げてみます。
１.そもそもこの行動計画を作るきっかけとなった、土砂災害で７5名のいのちが一瞬にして亡くなったことの記述が必要ではないでしょうか、
　このことの受け取り方によって、この計画書の意義が十分受け止められ、今後に生かされると思います。一つ一つの運動の提起がされていますがその背景が説明不十分だと思います。
２.土砂災害に対する一般知識は乏しく、広島県の子どもの教育本に、科学的な説明を付記し、理解され、親子ともども行動ができる指導教育が大切ではないでしょうか。とくに地質学の教育は、今の親世代では欠け落ちている領域である点に注意を払うことも大切です。また、今まで各地での被災経験は、随所のあると思いますこの時の体験を語り継ぐ活動も、地域小学校ごとに掘り起こせばあるものです。アンケート回収の若者の数の少なさに危機感を覚えます。この運動の一端を担う教育委員会の活躍をお願いいます。
３.自主防災組織の立ち上げには、かなりの地域力が求められ、これを再生させるためには、継続した行政の働きがけの体制と、市町に任さず、専門性を持った県が支援することが求められます。現在県が行っている防災教室の運営について、効用と反省を行い改善してほしいものです。自主防災とは、人づくりから始まり、その活動は反復実践で成長していくもので、上からの目線での組織化は長続きしません。これを数値化して競い合わせても何ら効果がないと思います。競争原理をこの防災に入れること自体危険ではないでしょうか。
４.県土には地域的な災害、危険個所が分散しており、一律には説明できない面があり、災害の性格による分野ごとの、相互研究などの連携を共有することが必要でしょう。被災想定範囲についての見回りは、経年変化をみることが大切で、古老の意見や歴史的文書・遺跡・記念碑等、今との変化を見過ごさない継承が大切です。危険個所に気が付けば、逃げるのではなく郷土を愛することから始めましょう。
５.災害はいつ起こるかは予測できないものです。昼か、夜か、朝方か、職場にいるとき、学校にいる時、家族が分散しているときなど予想される時間帯での対応について、きめこまめに予想しておくことは、被害を小さくする可能性があります。このような指摘を行うのが行政の役割であり、予防防災には十分予算をかけることが大切です。
６.広報関係で、伝達機能のメール・ウエーブなどの活用計画書は最新のものを挙げており、起業家が出てきそうです。街の防災屋さんが、必要なのでしょうか、みんなが防災屋になれるのでしょうか。自分の命は自分で守れと言いますが。行政は基本的な基礎を保障することではないでしょうか。災害保険制度に頼る、危険地帯にすむと保険料は莫大に上がるなどが導入されることなど、ここまで行くと行きすぎのように感じます。
７.災害弱者のことがふれられていません。このたびの８．２０の死者の７5人の内訳をみても、老人の多さに気が付きます。この点でのあらゆる項目に特別の配慮を記載してください。自主防災組織に任せることは酷だと思います。行政は、プライバシーに考慮を入れて、事前の調査と対応策が、地域の結びつきを深まるまで、支援する必要があるのではないでしょうか。みんなで減災の元年として、そのリードは県の仕事でしょう。均衡ある発展を指導支援してください。そのため、この５年間は短いと思いますが。急ぐものと、じっくり行うものの差があります。このメリハリがつかない計画はずさんでこれを明らかにしてください。
８.スマートホン・携帯電話など、最新機器について、詳しく述べられており、この計画の性格を言えば、災害関連業者育成計画、かと間違えてしまいました。頼り切ることのないよう。原始的な手当ではありますが、早期発見・早期治療は、人の目からの情報をどこが受けるか、どのように広く速やかに伝達できるか、サイレンなどの音に対する認識も必要です。それを判断できる力です。熱しやすく冷めやすい県民性を考慮に入れながら、アドバイザーの登録・研修の適切配置、ハザードマップでのワークショップの実施と更新、広報の徹底など、繰り返し計画されていくことが必要です。町内会が、昔の住民を監視する隣組にならないよう、人とのつながりを大切にする民主的な運営を心がける組織に育てていきましょう。
９.　減災計画に、評価制度の導入を行い、成果目標数値の追跡を行うとしていますが、行政評価は、県民がいかに安心して生活できているかであって、成果数値の数字の多さではないはずです。これが独り歩きして、成果がすぐ出るものには行政は飛びつき、ではないことには行政は遅れてしまいます、配慮し適切な対応が必要です。人がやる仕事ですからなおさらのこと、基本的人権を大切にするならばこの基準は当てはめるべきではないと思います。みんなで今までの到達点を交流し合い学習し、励ましあう体制を、それぞれの時期に、県が主導すればいいのです。
１０.自然災害という中には、森林の崩壊があげられ、都会での火災では、逃げ道の確保が必要であり、緑の道路が整備されることも必要です。７５％を山地で占める県土にありながら、この自然崩壊を食い止めるために、県民運動として山に入ろうを提唱して森林の健全な育成を守ることによって、都市も守られるという原則を行政に生かしてください。自然の治癒力・地域力の復活も大きな減災の役割です。加筆してください。
以上　乱筆乱文お許しください。　　　　　　　　　　　　　　　　三木茂夫
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